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「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する実施細目２００８（案）」に

関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙 

頁 段落 意見 

１ １－２ 【総務省案】 

２００８年度における戦略的評価のテーマは、「新サービスの市場競争への影響

に関する分析」とし、ＦＭＣなど市場に登場しつつある新たなサービスが競争に及

ぼし得る影響について分析することとする。評価結果については、定点的評価とと

もに、２００９年５月目途で包括的に取りまとめ、意見招請を実施して最終的に確

定する。 

 

【意見】 

現在、移動体市場が寡占的な構造にある中で、一部の移動体事業者が自社又は自

社と資本関係にある事業者の固定電話との間の通話料を無料とする小売料金を設定

しております。また、一部の移動体事業者からは「自社内通話や自社グループ間通

話の利用料金を無料にする一方で自社以外の携帯電話などから着信した場合に接続

料を頂けるので利益を出すことが出来る」（２００８年３月期ソフトバンク社中間

決算説明会）とのコメントが出されており、通話料無料のコストを接続料に転嫁し、

回収しているという可能性が考えられます。 

以上のように、移動体市場の市場支配力を固定電話市場で行使している懸念があ

ることから、詳細な分析が必要と考えます。 

 


